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アジアの課題解決に向けたハイブリッド技術経営の考察 

 

 
○福田佳也乃（科学技術振興機構）、渡辺千仭（東京成徳大／シンガポール国立大） 

 

 

 

1. 背 景 

1.1. 経済危機後の世界情勢 

2008 年に発生したリーマン・ショックは、世界的な

景気低迷を招いた。震源地のアメリカをはじめ、欧州や

日本等の主要国では、直後の大底からは脱出したものの、

経済の低迷が続いている。 

米国の格付け会社ムーディーズ・インベスターズ・サ

ービスは 2010 年 8 月、現在、最上位のトリプル A の格

付けを持つ米国、英国、ドイツ、フランスの 4カ国につ

いて将来の格下げのリスクに言及した。日本経済も先行

きに不透明感が増している。2010年4～6月期の実質GDP

成長率は年

率換算でプ

ラス 0.4%と

大きく鈍化

し、さらに急

激な円高と

株安の同時

進行に見舞

われ、一層の

悪化が懸念

されている（図 1）。 

一方、新興国は急速な経済成長を続けている。特に中

国経済は、リーマン・ショック直後も、成長率は鈍化し

たものの、プラス成長を維持し、その後も好調な伸びを

示している。今後引き続き、中国とインドをはじめとす

る新興国の高い成長が世界経済を牽引していくと予測

される。 

1.2. 各国の科学技術・イノベーション政策 

現在、各国は景気刺激効果の誘発を狙い、イノベーシ

ョン政策を強化している。特に、米国オバマ政権が打ち

出したグリーン・ニューディール政策を発端として、環

境エネルギー分野への投資が拡大されている。 

日本も 2010 年 6 月に閣議決定された「新成長戦略」

および 2011 年度から始まる第 4 期科学技術基本計画に

おいて、環境・エネルギーを成長の原動力となる重要分

野として位置づけ、将来への投資を強化することとして

いる。特に、日本の国際的な強みである環境・エネルギ

ー技術を国内だけでなく、アジアをはじめとする海外に

も普及・展開により新たな産業や雇用を創出することを

狙いとしている。 

シンガポールは 2010 年 2 月に新たな経済成長戦略を

発表し、アジアを中心とした国外の技術や成長力の活用

を打ち出した。このように、アジア経済の活力を自国の

成長に積極的に取り込もうとする動きは、今後アジアだ

けでなく欧米も含め、さらに活発化すると考えられる。 

2. アジアにおける新たなイノベーショ

ンの動向 

2.1. 欧米の事例 

米国ではリーマン・ショック以後、失業率が急激に上

昇し、現在も高い水準に留まっているが、ハイテク企業

の聖地であるシリコンバレーの失業率は、合衆国全体よ

りも高い水準で推移している。米国労働省の雇用統計に

よると、2010 年 7 月の失業率は合衆国全体では 9.5%と

前月から横ばい、シリコンバレー地区では 11.5%と前月

から 0.1 ポイント上昇した（図 2）。 

シリコンバレーはこれまでイノベーションに貢献し

た成功事例として評価されてきた。しかし、雇用を創出

しない、との批判が出ている。また、外国人人材への依

存度も上昇している。特に、科学技術人材については、
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図 1. 日本四半期別 GDP 増加率の推移

（2007 年 1-3 月期～2010 年 4-6 月期、

前期比）． 

出所：内閣府 
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図 2. 米国失業率の推移（2008 年 1 月～2010 年 7 月）．

出所：米国労働省 

2008 年現在、6 割を外国人が占めており、合衆国全体で

の 21%を大きく上回っている。うち約 3割がインド出身

であり、中国および韓国出身の割合も増加している。一

方、米国出身の科学技術人材は総じて減少しており、イ

ノベーションのアイディアをシリコンバレーで創出し、

その製品化はアジア等の新興国で行われる、という流れ

にさらに拍車がかかることが懸念される。 

ゼネラル・エレクトリック（GE）は、すでに先進国中

心の研究開発体制からの転換を進めている。中国やイン

ドに大規模な研究開発拠点を開設し、新興国向けの商品

開発力の向上を図っている。そして、部品の現地調達や

構造の単純化によって、新興国で低価格の製品を開発し、

先進国を含む世界各国に持ち込む「リバース・イノベー

ション」に取り組んでいる。実際、マイクロソフト、イ

ンテル、グーグル、IBM 等の多国籍企業も研究開発拠点

をインドに開設し、新興国の人材を活用した製品開発に

力を入れている。 

2.2. 中国の事例 

「リバース・イノベーション」には、研究開発力を高

めている新興国の企業も取り組んでいる。創出された新

たな製品やサービスは、新市場を創出する新たな顧客を

対象とし、人口が多く中低所得層が厚い新興国のニーズ

に対応している。 

例えば、中国では 1990 年以降、環境への配慮を重視

した政策や通勤に自転車を利用する人口の増加によっ

て、電動自転車が急増した。現在、中国の電動自転車は

世界最大の市場を誇る。2007 年の販売台数は約 2,100

万台と、自動車の 940 万台をはるかに凌ぎ、2009 年も

2,300 万台以上を維持している。また、電動自転車メー

カーも近年増大し、2,600 社以上に上る。そのほとんど

が従来の自転車メーカーあるいは二輪車事業から参入

している。代表的な企業は、女性や子供、高齢者等、電

動自動車の潜在的顧客を早期に掘り起こし、部品の大量

生産や構造の単純化を進め、販売台数を大幅に伸ばして

いる。販売先は国内だけでなく欧米・アジアにも輸出し

ており、産学連携による電池技術の向上等の研究開発に

よって、さらに新たな顧客を開拓する可能性がある。ま

た、電気自動車製造の検討を進めている企業もあり、中

国における電気自動車の潜在的顧客につながるのでは

ないか、と注目されている。 

2.3. 日本の事例 

日本はこれまで中国等の発展途上国・新興国を製造拠

点として活用し、製品は欧米等の先進国に輸出していた。

しかし、この傾向はすでに変化している。日本の米国へ

の輸出額の割合はこの 10 年間で半減している一方、中

国への割合が 3倍近くに増加している（図 3）。 
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図 1. 日本の地域別輸出額割合の推移（2001 年～2009 年、3

ヶ月移動平均）． 

出所：財務省貿易統計. 

新興国のニーズに応えようとする企業の動きは活発

化している。トヨタ自動車は 2010 年 1 月、インド向け

に専用開発した新開発小型車「Etios」のコンセプトモ

デルを初披露した。開発にあたっては、エンジニアがイ

ンドの様々な都市を訪問し、インドの顧客のニーズを調

査・分析した。生産はインドに新たな工場を建設し 2010

年末から開始される予定であり、インド国内への導入に

加え、他の国・地域への輸出も検討するとしている。 

キヤノンもインドでのシェア拡大に注力している。特
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に、レーザプリンタ市場でのシェアは 2010 年第 1 四半

期に 34.5%に達しトップに立った。さらなるシェア拡大

のため新製品を投入しているほか、顧客獲得のため、人

口が中小規模の地方都市をトラックで巡回し、製品を実

際に体験できるキャンペーンを展開している。このよう

な現地のニーズに対応しようとする努力によって、2010

年度の売上高は前年比 42％増を見込んでいる。 

3. 日本のイノベーション・システム 

3.1. イノベーション・ダイナミズムの変遷 

イノベーションの源泉は、経済社会の持続可能な発展

に対する脅威や障害とそれを克服する能力である。国土

が狭く資源に乏しい日本は戦後、様々な脅威や障害をイ

ノベーションによって克服してきた。1960 年代以降各

年代において、以下のような具体的事象が挙げられる。 

・ 1960 年代：高度経済成長を続ける中、労働不足に

直面したため、米国の先進システムを学習・吸収し、

省力化、自動化技術等を発展させることによって、

これを克服した。 

・ 1970 年代：2度の石油危機に見舞われ、エネルギー

不足に陥った。これを克服するため、省エネルギ

ー・代替エネルギー技術の開発を推進した。この努

力は、政府の産業技術に対する触媒機能と産業の旺

盛な学習とその発展改良との精妙なバランスによ

って奏功した。 

・ 1980 年代：1970 年代の成功体験をてこに、技術立

国にまい進し、技術によるエネルギー代替に成功し、

ハイテクミラクルを実現したが、同時に、新たな制

約として、米国との貿易摩擦、それに付随する円高

危機を誘起するに至った。これは、より生産性の高

い製造技術や海外調和型の技術開発方式へのイノ

ベーションを誘発することになった。 

・ 1990 年代：米国がニューエコノミーと表現される

景気拡大を謳歌する反面、日本は IT 開発・利用か

ら立ち遅れたが、官民共にインフラ整備や情報通信

端末機器の開発と普及を推進した。特に、携帯電話

については、独自のサービスや付加機能のための技

術を発展させ、世界に類を見ない超高機能化端末を

開発し、国内市場を急速に拡大した。 

・ 2000 年代：米国は IT バブル後に景気が減速し、日

本は再活性化の兆しが認められている。その一方、

激化する国際競争の中で企業の収益性に大きな差

が出る等、成功・失敗企業間の二極化が懸念されて

いる。この懸念を是正する動きが新たなイノベーシ

ョンの源泉となる可能性も考えられる。 

3.2. ハイブリッド技術経営 

このような経験を蓄積する中で、日本は持続可能な発

展を脅かす危機をイノベーションの機会に転換するメ

カニズムを形成してきた。このメカニズムは、政府と産

業とのバランスを軸とした精妙なハイブリッド技術経

営システムに基づいている（図 4）。 

( ) ( )
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ Δ
+

Δ
⋅

⋅
=

Δ

igi

igiigi

RR
RR

H
HRRH

λλ
λ

λ
λλ Δ

⋅⋅=
Δ

OIR
b

OIR
OIR

( )
VR
VR

g

gΔ ( )
i

i

RV
RVΔ( )

ggi

ggi

RR
RRΔ

国の資源
配分政策

政府研究開発
投資戦略

独自の強み

MFP
MFPΔ

政府の政策

独自の強みと学習能力との融合

（ハイブリッド技術経営）

学習能力

全要素生産性
成長率 研究開発営業利益率

学習能力

産業技術支援学習誘発関数

( ) ( )
⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛ Δ
+

Δ
⋅

⋅
=

Δ

igi

igiigi

RR
RR

H
HRRH

λλ
λ

λ
λλ Δ

⋅⋅=
Δ

OIR
b

OIR
OIR

( )
VR
VR

g

gΔ ( )
i

i

RV
RVΔ( )

ggi

ggi

RR
RRΔ

国の資源
配分政策

政府研究開発
投資戦略

独自の強み

MFP
MFPΔ

政府の政策

独自の強みと学習能力との融合

（ハイブリッド技術経営）

学習能力

全要素生産性
成長率 研究開発営業利益率

学習能力

産業技術支援学習誘発関数

 

図 4. 政府の産業技術支援のハイブリッド技術経営触発機能. 

このハイブリッド技術経営は、政府による産業技術支

援が触媒的役割を果たすことによって誘発されている。

この触媒機能は(i) 企業の潜在的な学習意欲を活性化、

(ii) 学習との相乗効果が発揮されれば、企業の独自の

強みを触発、(iii) 両者がマッチすれば、企業の独自の

強みと学習能力を融合したハイブリッド技術経営を誘

発、との過程を経て発揮される。 

この卓越した触媒機能は日本固有のインスティテュ

ーショナル・システムに依拠している。日本がイノベー

ションによって脅威や障害を克服してきた背後には、持

続可能な発展を脅かす恐怖から脱却しようとする強い

意思と、旺盛な好奇心と同化・吸収能力に支えられた高

い学習能力と改善意欲がある。つまり、イノベーション

とインスティテューション（イノベーションを育む政
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策・文化・歴史等の土壌）との共進化が、政府の産業技

術に対する触媒的役割を機能させている。 

4. 課題解決に向けたハイブリッド技術

経営 

4.1. 破壊的技術とリバース・イノベーション 

新興国の急速な発展に伴い、新興国のニーズに応じた

製品やサービスの提供に乗り出す動きが活発化してい

る。この動きは「破壊的技術」と「リバース・イノベー

ション」によって説明できる。破壊的技術は、従来の価

値基準の下では従来製品よりも性能を低下させるが、新

しい異なる価値基準の下でいくつかの優れた特徴を持

つものである。これには、特殊で市場が限られるものが

含まれる一方、新興国に潜在する新たな多数の顧客を獲

得し新たな市場を開拓しうる技術が存在する。このよう

な技術を創出するには、新興国で低価格の製品を開発し、

新興国を皮切りに世界各国に持ち込むリバース・イノベ

ーションが必要である。新興国のニーズの把握や部品の

現地調達、構造の単純化を現地で行うことによって、効

率のよい製品の生産・提供を実現することができる。ま

た、新興国では人材育成にも熱心に取り組んでおり、多

数の優秀な人材の確保も期待できる。しかし、リバー

ス・イノベーションが万能であるわけではない。高齢化

社会への対応や温室効果ガス排出削減など、先進国の課

題の解決と雇用の創出に資する技術やイノベーション

も不可欠である。 

4.2. 日本のハイブリッド技術経営の方向性 

日本は今後、先進国だけではなく発展途上国・新興国の

ニーズに対応した技術やイノベーションを創出しなければ

ならない。これらの国の多くは鉄道、水道、電気など社会

基盤に関する課題を抱えている。このような課題解決に貢

献しビジネスとして成功させるには、企業の積極的な取り

組みと共に、政府による強力な支援が必要である。官民一

体の取り組みは欧米、中国、韓国等でも既に進められてお

り、日本も経済産業省が官民連携による BOP ビジネスの推

進に取り組んでいる。発展途上国・新興国の国家プロジェ

クトの受注を巡り、今後、各国・企業間での競争が一層激

化すると考えられる。 

日本のハイブリッド技術経営は政府と産業との精巧なバ

ランスによって、危機を機会に転換するイノベーション

を創出してきた。近年、技術の限界生産性が低下し、その

結果、かつて図4に誇ったように学習効果がMFP(全要素生

産性）成長にうまくつながらなくなってきており、この強

みを十分に発揮できていない。この状況を克服するには、

国内のニーズや市場に応じようとする努力だけでは難しい。

アジア等新興国の活力を取り込み、日本独自のハイブリッ

ド技術経営システムに内生化させ、その結果をアジア等新

興国市場にフィードバックさせ、その結果期待される新た

な活力をまた取り入れるような、図 4 のダイナミズムをグ

ローバルな土俵に広げて実現することが必要である。 

日本は第 4 期科学技術基本計画で、東アジア・サイエン

ス＆イノベーション・エリア構想を掲げている。各国・企

業のアジアに対する注目が高まっている中、この構想の実

現のためにも、アジアでの科学技術・イノベーション展開

のための具体的な行動を早急に取らなければならない。新

たなハイブリッド技術経営の実現は、アジアと日本の共進

的発展に貢献できる。 
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